
○下河辺委員長 それでは、定刻になりましたので、ただいまより第 5回 「東京電力に関
する経営・財務調査委員会」をこれから開催いたします。

本日はお忙 しい中、委員の皆様並びにタスクフォースの仙谷官房副長官を始め、御参集

をいただきましてありがとうございました。

さて、本日は例の 5つの主要論点のうち、 2番 目の論点であります設備投資、資材・燃

料・サービス調達等の検討と高コス ト構造の改善策について、事務局より本論点に関する

これまでの調査の報告を受けた上で、委員との間でこの問題についての認識と議論を深め

てまいりたいと考えております。

具体的には東京電力の総コス トのうち、約 70%を 占めております資本費及び燃料費につ

いての検討を行い、併せて給与、賞与、退職金、年金、福利厚生費等の人件費についても

検討を行いたいと考えております。

なお、 5つ の論点のうちの残りの 3つの論点につきましては、来月 9月 にかけまして委

員会を適宜開催 し、それぞれの論点について集中的に議論をすることとしており、国民負

担の最小化という大前提の下、委員の皆様からいただいた御意見を踏まえつつ、 9月 中の

委員会としての報告書の作成とりまとめに向け、引き続き精力的に調査検討を進めてまい

りたいと考えてお りますので、委員の皆様には今後とも積極的な議論をよろしくお願いい

たします。

以上、本日の委員会の開会に当たりましての委員長のごあいさつといたします。

それでは、これより委員会の議事に入りますので、報道関係の方はここで御退室をお願

いします。

(報道関係者退室 )

〇下河辺委員長 それでは、本日の議事に入りたいと思いますが、初めに前回の委員会で
委員の皆様より事務局に対しまして宿題と申しますか、御指示をいただいた点が幾つかご

ざいましたので、これにつきまして前回以降の作業につきまして、事務局より報告をいた

だきたいと思っております。

最初は|||■ より前回の委員会で御指示がございました、不動産 DDの個別物件につ
いての資料の開示についてでありますが、昨日の夕方、事務局より委員の皆様のお手元に

メールが送られておりますので、その内容を含めまして、まずこの点についての報告をお

願いします。

○西山事務局長 ありがとうございます。
まず一部委員の方に御出席をいただきましたけれども、いわゆる DDの 中間報告という
ものを私どもが扱っております業者から受けまして、報告書そのものはこちらでございま

す。これは委員の方の御要望がございましたら、私どもの方でオフィスの方に持参をさせ
ていただきますので、もしございましたらおっしゃってぃただきたいと思います。
その上で今、委員長からお話がございました不動産の想定売却価格、特に個別に不動産
鑑定を行つたものにつきましては、今、全体で 100件 ほど鑑定を進めておりますけれども、



とりあえず鑑定書ができました 50件については事務局に備え置かせていただいておりま
す。大部になりますからコピーをするわけにもなかなかいかないわけです。

||||か らも先ほどお話がございましたように、物件のリス トそのものはこの中にも
ございますので、必要がございますリス トはお送りさせていただきますが、いずれにして

も鑑定書そのものを仮にごらんになられたいという場合につきましては、事務局に備え置

いておりますので、よろしくお願いをいたします。

その点については以上ですc

O下河辺委員長 次にt同 じく|||■ から子会社、関連会社 119社の個社についての
DDのデータ開示についても御指示、御要望がございましたけれども、この点については
何か報告ございますか。

○西山事務局長 先ほど御紹介させていただきました DDの 中間報告が、||||に 限ら
ず、恐らく各委員からお話のございました宿題の作業の基礎になるものでございまして、

今、鋭意作業をしてお りますけれども、なかなか 1週間です と今日の作業をする部隊と、

そのツケを返す部隊が一緒なもので一遍にはできなかつたものですから、 9月 初めの段階

の委員会でありましたものにういては、まとめて御説明をできるようにしております。

これはやや前回の委員会のからの繰 り返しになりますけれども、事業会社、関係会社の

候補になります ■9件一つひとつやるのはなかなか難しいものですから、119件につきま

してはどういう会社で、どういう判断で、どういうことをしようとしているかというリス

トを作成させていただきまして、委員各位にお送りをさせていただきますので、恐縮でご

ざいます。それは文書でお目通しをいただいて、いろいろ御意見をちょうだいするという

プロセスにさせていただいた上で、特に前回の委員会で重点的に議論になりました例えば

〈
〓

子社の扱いですとか、 ようなものの扱いですとか、||■■をやつている
会社の扱いについては、具体的に委員会の場で恐らく次回あるいは次々国に御議論いただ

けるような資料の準備をさせていただきたいと思つています。

以上です。

○下河辺委員長 ■■■■、ほかの委員の方。この 2点についての事務局からの報告はこ

ういうことで特段よろしゅうございますか。

その他、前回委員会では 各委員からも、ありなしの仕分けの区分に

ついての磯由の開示等についても、幾つかの事項について鶴意見、御要望をいただいてお

りますけれども、その関係については特に今日は御報告めいたものはございますか。

○西山事務局長 先に申し上げてしまいましたけれども、抽象的に基準だけ詰めても空圃

りしてしまうものですから、119件についてどういう根拠で、こういう議論をして、どう

いう判断をしているということでもお示しするのが一番生産的だと思いますので、それを

ごらんいただき、御意見をちょうだいすることにさせていただきたいと思つております。

その中で繰 り返しですが、特に議論になったものについては具体的に委員会で実際に各委



員の間で御議論をいただく。その他のものは恐縮ですが、119社のリス トの中でごらんを

いただくというふうにさせていただきたいと思います。

○下河辺委員長 今の点につい 更に重ねてございますか。

○|||1 資料はお送りいただけるんですね。
○西山事務局長 はい。 119社の方は。
○下河辺委員長 |||■ 、どうぞ。
○|||■  先ほど委員会の方で議論する会社ということで、従来、過去の委員会の中で

議論になった会社もあるんですけれども、そのほかデータを開示したことで先生方と同じ

意見だつたものとか、そうしたものについても新たにという整理でよろしいですか。

○西山事務局長 それは委員会で御議論いただかないという意味ではないんですけれども、
事務局で 119社を一社一社御説明していると、とても時間がないので、119を ごらんいた

だいて、ここを議論されたいということであれば、それをおつしゃつていただければとい

うふうにさせていただくのがよろしいかと思います。

○|■■■  わかりました。
○下河辺委員長 よろしゅうございますか。それでは、前回の委員会における事務局に対
する宿題に対する今日の報告については、その内容で了といたします。

それでは、早速、本 日の議事に入りたいと思います。冒頭申し上げましたとおり、本日

は 5つの主要論点のうち、 2番 目の設備投資、資材・燃料・サービス調達等の検証と高コ

ス ト構造の改善策についてであります。

まず委員の間での討議に入ります前に、この点に関する現時点での進捗状況について、

西山事務局長からお手元にあります資料 1及び改めて事務局の方から机上配付という形で

お配りをさせていただいております資料を基に、ペーパー数も多いですし、冒頭若干時間

をいただいて御説明させていただかないことには、時間も限られておりますけれども、後

の委員の間の意見交換、議論にも若干支障が生じるおそれがありますので、若干時間をい

ただいて西山の方から詳細な説明をさせていただきたいと思っております。

○西山事務局長 毎回恐縮ですが、御説明に入 ります前に本日お配りをしております資料
1と 書いたもの、論点及び検討事項というのは余り方向性のない、要は項目だけを書いた

もので、この後、委員長にブリーフィングをしていただくときの開示用として作成をして

おります。まずそれを申し上げておきます。勿論、委員にチェックをいただきました前回

の議事要旨についても、本日配付をする予定にしております。

その上で今からの御説明との関係では、今、申しました資料 1を更に詳 しくいたしまし

た、右肩上に取扱注意と書いてある第 5回の論点及び主な検討事項というものがございま

す。これが言わば一種の今日御説明させていただくものの日次でございますので、これを

適宜ごらんいただきながら、お聞きいただけると全体像がわかりやすいかと思います。そ

の上で何の目次かといいますと横長の、これは事前に委員にお送りしているものと基本的

には同じで、若干修正をしておりますが、設備投資、資材・燃料・サービス調達等の検証



と高コス ト構造の改善策に沿いまして御説明をさせていただきます。

4ページにまいりますが、東京電力全体のコス ト構造。これは 2010年度の実績を単体

ベースで書いてございますけれども、この単体ベースの総額 4兆 7,■ 4億円のコス トの構

造を、本国の御説明との関係で分類をいたしますと、 1つは資本、役務の調達に関わるよ

うなコス ト。この円グラフですと右上に書いてございますブルーの部分です。減価償却費

あるいは修繕費に関わるようなものが 1つ のグループとしてございます。

第二に、どちらかといいますと黄色っぱい、茶色っぱいカラーで塗つております部分が

燃料費、他社購入電源費というグループがございます。これが電気あるいは燃料の形で調

達をしているコス トとなります。                         '
最後に左上の方にピンクで書いてございます人件費という4,015億 円と書いたものがご

ざいます。基本的には今、申し上げましたような順番で、どういう状況になつていて、コ

ス ト肖じ減とい う観点から言うと例えばこういうことが可能なのではないかということで、

私は今、議論 しておりますようなことについて御説明をさせていただきます。

更に、同じコス トについての取組みといつても幾つかの種類があろうかと思いまして、

4ページの中ほどにA、 B、 Cと 書いてございますけれども、まずはコス トの議論に入る

前に安定供給と国民負担の最小化を両立させるという意味で、特に今後 10年間の特別事

業計画を立案する必要もございますので、どういう需要見通 しを持つて、どういう供給計

画、設備投資計画を持つのかということが議論の前提になりますので、まずその辺りのこ

とを御説明させていただきます。

第二にBと 書いてございますけれども、ここが本国の中心でございますが、東京電力が

単体といいますか、独自に実行可能で、今後更に取り組むことが可能な
コス ト削減策とし

てどういうものがあり得るかというのが 2番 目になります。

3番 目は、必ずしも今日は数字までお示しすることはできませんが、東京電力単独では

なかなか実行できないけれども、業界全体として他電力との共同で取り組むと実現できる

かもしれない施策とい うのがあろうかと思いますので、この 3つのジャンルがあると御理

解いただきたいと思います。

5ページは同じようなことが書いてございますので飛ばさせていただきまして、早速で

ございますが、 6ページ以降 「設備投資について」に入らせていただきます。御説明は8

ページから始まりますので、 8ページに移らせていただきます。

先ほどの繰 り返しになりますけれども、東京電力の経費を全体として見直す、ある
いは

東京電力の将来の安定的な電気の供給という観点から踏まえましても、資本費を
どう考え

るかというのは非常に大きなボリュームを占めているということであります。

なおかつ、これは次回の料金制度のところでも議論になろうかと思いますけれども、
こ

れまでのところはなかなかいわゆる電気料金の査定に当たつては、資本費の部分と
いうの

は実際としてはほとんど手つかずであつたというのが実態であるということでも
あります

ので、そういう意味においても資本のところをどう考えるかというのは、少なく
とも大き



なテーマであると考えております。

その上で、まず東京電力としての需要想定や設備投資計画をどう考えるかと
い うのが真

ん中になります。これは今まで過去 10年 どうであつたかということと、今後どう考える

かというのはかなり状況が変わつてきておりますので、それはそういうも
のとしてお聞き

をいただきたいと思いますけれども、過去 10年について申しますと、どちらかといいま

すと既に 2回 ほど前の委員会でも御説明をさせていただきましたが、後で出てまいります

ように、10年後の見通しということについては大きな需要の増をずつと見込んできたけれ

ども、実際にはそれほど需要が増えなかつたというのが過去 10年の経験であろうかと思

っております。そういう意味においては、過去においては設備そのもの、供給力そ
のもの

は余剰になつていた面があるわけですけれども、当然のことながら今こういう原子力をめ

ぐるある種の危機的な状況になつておりますので、それが活用されているという面もある

わけであります6

内容はこれから検証が必要ですけれども、今、
・
東京電力が、これは後で申し上げますが、

原子力の稼働状況をどう見るかということで、いろいろ需給の状況についての判断は分か

れますが、それは置かせていただいて、東京電力が今のところ今後 10年でどういう設備

投資計画を現在持つているかというのが、この設備投資計画の 3つ 日の項目のところでご

ざいまして、震災後のいろいろな補正を加えた上で、現在の東京電力の計画を見ますと、

将来の火力発電によるネットの供給増加、うまり後で御説明いたしますように、新設もい

たしますのは当然古くなつた電源はだんだんリタイア、廃止をしてまいりますので差引き

という意味でございますが、供給の増加はEkWと いうのが今の東京電力の計画であ

ります。それが妥当かどうかという議論になるわけでありますけれども、ちなみに後でま

た出てまいりますように、これはあくまで火力のネットの増加でございますので、これと

別に御案内のとおりいずれも青森県でございますが、大間と東通で原子力の新規電源の運

転開始がこの 10年内に一応予定されておりますので、それは更に外数ということになり

ます。

ここの項目では主たるテーマではございませんけれども、当然同じ電源をつくる上でも

コス トをどう見るか。それを合理的に肖1減できる方法があるかどうかということはござい

ます。これは後での議論とさせていただきます。

今、御説明いたしましたのが需要想定と、それに対応する供給力、発電設備の計画でご

ざいますが、もう一つ併せましていわゆる流通設備、送変配電設備についても大きな投資

項目でございますので、特に福島の事故後の状況を踏まえてどう考えるかということを見

る必要があるということでございます。

9ページは先ほど申しましたように、10年後の見通しとしては実績よりかなり過大に受

容を見込んできた。設備投資が大きくなる可能性をはらんでいるということと、逆に需要

が思つたほど伸びない。抜けてしまっている。特に小売りの自由化が始まりましてから、

いわゆる PPSと 呼ばれます新規参入者への離脱需要というものが出てきておりまして、9



ページの右下にございますように、このグラフは何を示しているかといいますと、平成 12

年、今から 10年前に東京電力がそこから 10年間の業務用の電力、オフィスや店舗の需要

がどうなるかということを見通したわけですけれども、それが実際にはそれほど伸びなか

った。つまり予定と実際の乖離が生じたわけで、どちらかというと濃いブルーで書いてあ

る線がそれに相当します。

逆に離脱需要というのは、PPSと いう新規参入者がその需要を取つていつた部分という

のが薄いブルーの方になりまして、そういう意味において需要が PPSに取られているので

需要と予測が合っていないということが起こってきているということは、フアク トとして

ございます。

その上で今、次の 10年間の電力の需要あるいは設備投資に特に影響します最大電力を、

東京電力はどう見積もつていますかというのが 10ページに出てまいります。電力需要量

はいわゆる kW/h、 消費している量。最大電力というのはその年々の基本的には真夏、今

ごろの最も電気を使 う瞬間の電力の消費規模が右4111に なりますけれども、ブルーのライン

が震災前の東京電力の予測、赤いラインが東京電力の現時点での予測でございます。

ちなみに、後で出てまいりますように電力需要量については、私どもも業者を使いなが

らさまざまな前提を置いて想定をしてきておりますけれども、一覧しておわかりいただけ

ますように、それほど東京電力の想定と私どもの想定が違 うということではない。若干の

軽度の差はございますが、まさに緑のラインと赤のラインというはおおむね重なつている

というのが状況であります。

ただ、いずれにしましても東京電力の今の予測は何を語つているかというのが、まさに

loページの右側でございまして、一見しておわかりのとおり、一言で言うと平成 32年の

最大電力というのは平成 22年、去年とほぼ変わらない。つまり去年並みの最大電力に 10

年かけて戻つていくという想定になっているということであります。

今度はそれに対応する供給能力をどう考えるかということになるわけでありますけれ

ども、12ページにまいりますが、過去の設備投資あるいは供給電力の大きさがどういうふ

うに推移してきたかというのが、12ページの右側に書いてあるものでございます。これは

ゼロのところに赤い点線が引かれていまして、その上の部分と下の部分に分かれますが、

赤い点線の上の部分が基本的にはすぐに使える、あるいは現に稼働している発電所
の規模

を示しております。赤い点線の下は、使えるんだけれども、まさに柏崎刈羽のようなも
の

が典型的な例でございますが、いろんな理由で稼働 していない。発電所としては生きて
い

るんだけれども、使われていないものが赤い点線よりも下ということになります。

したがいまして、ごらんいただければわかりますように、少なくとも過去 10年間の歴

史で見ますと、どちらかというと設備規模は トータルとしては増えてきたんだけれども、

アクティブでないもの。これはまさに柏崎刈羽に当てはまりますように、さまざまな理由

で動かせなくなってしまつたものが増えてきているという格好になります。それは数字
で

ごらんいただきますと下の黄色い欄に実数で書いてございますけれども、供給電力という



アクティブな発電所ということで見ますと、単位は書いてございませんが、平成 13年で

6,527万 kWですけれども、これを平成 22年で見ますと6,132万 kWと いうことで、アク

ティブなものは減っているのだが、投資をした設備の大きさという意味では平成 13年の

7,148万 kWか ら平成 22年の 7,810万 kWま で増えてきているということでありまして、
後で修繕の話とも関わりますけれども、すべて修繕で解決できるかどうかわかりませんが、

やはり設備をつくつたものをどうきちんと動かしていくかというのが、明らかに 1つの過

大になるということではないかと思います。

これが過去 10年 どうだったかということでございますけれども、先ほど申しました東

京電力の今の時点での投資計画を示しているのが 14ページでございます。

14ページは、私も最近不安ですが、それだけの理由ではなくて、これは何回コピーをし

てもほとんど字がつぶれて、なかなか真ん中の図はお読みいただけなくて大変申し訳ない

んですけれども、これは何を示しているかと言いますと、東京電力がどういう発電所を順

次整備 していこうとしているかということが今後 10年にわたって書いてあるものでござ
います。

これは今日御議論いただきたい 1つの点でございますけれども、これは私どもも考えな

ければいけない点ですが、御案内のとおり、原子力の稼動が実際どうなるかというのは、

なかなか 1つ のシナリオだけで決めるのは非常に難 しいということでございますので、ケ

―ス 1と ケース 2と いうのはそれぞ ケース 1の方

がどちらかというと原子力が早期に稼動するケースに対応 した電源の整備の状況。ケース

2の方がなかなか原子力発電所が再稼働 しないということを前提にした、つまり前倒しで

火力発電所を整備することを前提にした設備投資計画になっております。

細かい話はいろいろあるんですけれども、それを省略させていただきますと、まず大き

な絵姿でいいますと、先ほどの繰 り返しになりますが、上の四角の 3つ 目の項目にござい

ますように、現行計画をベースに今後 10年供給力がどれぐらい増えるという計画になっ
ているかというと、そこに繰 り返し出てきます |||卜 w分火力発電が増えるということ
になります。

それに加えて、表の中に東通とか大間という字がケース 1であれケース 2であれ見えて
いると思いますけれども、仮に大間と東通が整備されますと、それに|||卜 Wを上乗せ
されることになりますのでい Wに加えるところい Wで、コ wの電源が
増えるということになります。

上の||ILWと 書いてある部分のところに戻つていただいて、原子力の稼動状況の見
積もりは、柏崎刈羽が動いているという前提で書いてありますので、それが仮に動かない、

すべて停止をしたとするとい W分が減るという勘定になります。
したがいまして、ここで考えなければいけません点は、第 1に、先ほど申しましたよう

に 10年後、東京電力の需要想定としては、電力が今と比べると最大電力としては伸びな
いという想定にはなっていますが、他方、原子力の稼動状況が不透明なところがあるので、



合わせて |■|卜Wの設備増強をするという計画になつています。これがいろんな意味で

妥当かどうかということを今後検証していく必要があろうかと思つています。

いずれにしましても、私ども自身も 1つのシナリオに絞つて検討することはなかなか難

しいので、やや 2つの極端なケース、つまり、一番原子力の再稼働が順調に進んだケース

と、残念ながらそれが 10年間で進まなかつたケースをやや両極端のケースとして考えて、

それぞれどういう設備投資が妥当なのかという検証をしてみるということをしようかと思

っております。

その大前提として、 々の仮定

島の第一発電所、第二発電所はいずれにしても 10年間全く動かない。これはすべてのシ

ナリオに共通 している前提になっております。つまり、一番原子力が再稼働するケースで

あつても、福島にある原子力発電所は全く 10年間は動かないという前提になつている。

そうすると、柏崎刈羽、上にあります |||卜 Wが動くのか動かないのか。動くとして 10

年間のいつ動き始めるのかというのが大きな変数になります。そのことについて検証が必

要だということになります。

ただ、他方、火力発電所で ||■LW整 備いたしますと、いずれにしても今年よりも 10

年後の方がある意味では状況は改善すると。仮に原子力がす
べて止まつたままであるとし

ても、そういう状況にはなるということでございます。それがどれぐらいの余裕を持
つた

ものなのか、適切な需要なのかどうかということをまず両極端のケ
ースを置いて検証して

ぃこうというのが私どもとしてのやらなければいけない 1つの作業ということになります 6

これが発電設備の今後の投資計画についてのどういうシナリオを置くかと
いうお話でご

ざいますが、同じような意味で 15ページ「5。 東京電力の主な流通整備計画Jでありま

す。

1つずつは御説明できませんけれども、例えば表の左側の目的のところに電源開発関連

とか潮流増加対応/需要対応と書いてございます。電源開発関連というのは、ある特定の

電源がつくられることに対応してつくられる送電線の整備のことを意味
しております。そ

の下の潮流増加対応というのは、特定の電源ということではなくて、全体
の電気の流れ、

需要と供給の構成の変化、量の変化に合わせて整備される
べき送電網としてもともと東京

電力さんが計画されてきたものがずつとプラント名として一覧にな
つております

`

ここで典型的に東京電力さんと議論しなければいけませんのは、先ほど申
しましたよう

に、いずれにしましても どのシナリオにおいても福島の原子

力発電所は稼動しないという前提、

ういうことになりますので、そうしますと、

気の潮流の状況、どちらからどちらに電気が流れるかという状況は
3月 11日 の前とは全

く様相を異にしたことになろうかと思います。勿論、設備投資には両面
で、つまり、なの

で要らなくなる設備投資もありましょうし、なので必要になる設備投資もあ
りますから、

プラスマイナスどちらに働くかわかりませんが、いずれにしてもこれまでどお
りの設備投



資計画ということでは当然おかしいということになろうかと思
います。

典型的には上に書いてございますように、例として申し上げれば、
西上武幹線。これは

秩父よりもう少 し西でしたか、うまく言えませんが、そういう幹線がある
んですが、もと

もと福島の発電所があることを前提に西の方に電気を持ってくるために整備
しようとして

いた計画なものですから、端的に言えばこれが本当にいるのかどうかと
いうことはまず 1

つ議論しなければいけない。

逆に先ほど申しましたように、これから原子力発電所が仮になかなか動かな
いとすると、

今までとは違 うような形態の火力発電所をつくつていかなければいけません
ので、それに

対応するような系統の整備が要るかもしれませんので、どういうものにした方が
いいかと

いうことについて議論 しておく必要があるということで議論を始めたところということで

ございます。これが送電網、特に流通設備の大きなポイントになろうかと思います。

16ページtいわゆる修繕費でございますが、これはこの委員会でも何度か議論になつて

おりますように、さまざまな過去の今回の東日本大震災の更に前の トラブルあるいは中越

沖地震による東京電力さんの財務状況になります。どちらかといいますと修繊費を絞つて

きた傾向にございます。左側をごらんいただけるとおわかりのとおり、年々再々勿論数字

は変わりますが、大ざつぱに言うと、かつては 4,500億 円とか 5,000億 円ぐらいありまし

た修繕の規模が、直近では 4,000億 を下回るぐらいの規模までに絞 り込まれています。な

おかつ先だつて御説明いたしましたように、5,000億円の東電さんの合理化計画の中には

修繕費の繰 り延べというのが含まれておるわけですが、当然それをずつと繰り延べるわけ

にはいきませんので、この部分については恐らく修繕費がある程度戻るという前提を立て

た方がいいのではないかということで、一応この計画の中では、細かぃ妥当性がいいかど

うかまでは検証できておりませんが、大体 4,500億前後の修繕費のレベルまで戻ると考え

るという計画になつております。

後で申し上げますように、同じ修繕をする場合においても、これまでの取引関係等との

関係から合理化で見直される、つまり同じボリュームをやるにしても単価という意味で見

直せる部分があればそれは見直すということで後で議論が出てまいりますが、ボリューム

という意味では恐らくこれまで絞 り、なおかつ足元で更に絞つている分だけ後で戻さない

と十分な設備のメンテナンスができず、既に御指摘を申し上げましたように、設備はたく

さんあるんだけれども、使つているものは少ないということになりかねないものですから、

ここはどちらかというと少なくとも量としては重点的に配分すべき分野ではないかと考え

ております。

以上が設備投資についてのいろんな論点でございまして、続きまして調達コス トの話に

入らせていただきます。

19ページ、もともと東京電力さんがおつしゃつておられる 5,000億 円の合理化計画を前

回私どもが一時的に精査した止で、5,000億円あるけれども、本当に合理化として数えら

れるのは大体 3,000億 鶴ぐらいかなと御報告をさせていただいたかと思いますが、それを



更に精査した結果、本当に持続可能なもの、つまり単なる繰 り延べというのは永久には続

けられませんから、実質的な削減費というのをずつと見ていました。その結論が 19ペー

ジの下に書いてございます。恐らく年間 1,473億円、細かい数字までは正しいかどうかは

別にして、簡単に 1,500億円ぐらいの規模にしかならないということではないかと考えて

おります。

これもまだ私どもとしてきちんと出せている数字ではございませんけれども、それに別

途の措置を講じることによつて、年間 545億円のコス ト削減の上積みを図ることができな

いかというのが以下の議論になります。したがつて、単純に合算すれば年間 2,000億 円の

コス ト削減ということになろうかと思います。

そのコス ト削減の項 目というのはどういうものがあるかということは 21ページ、縦軸、

横軸ございまして、横軸は簡単に言いますと、左側に行けば行くほど東京電力さんが自社

の中だけで基本的におできになるはずのもの、右に行くと東京電力さんだけでやられよう

としてもなかなか難しい、他の電力会社さんと共同で取り組まないと難しいようなものが

右側になります。

上下といいますか、縦軸はどちらかというと短期的な効果をねらうものが上、長期的に

効果が出てくるものが下ということになります。

まずは左上のオレンジの点線で囲われておりますのが、どちらかというと東京電力さん

が自社で行い得る短期的なものということになりますが、その中にごらんのとおり赤字
で

数字が入つているものが 5項 目ございますので、まずはこの 5項 目について御説明させて

いただきます。この5項目に対応するのが年間545億円のコスト削減策ということになり

ます。

この 5項目の 1番 目が 27ページの辺 りになります。まず発注方法の工夫ができないか

ということであります。ここに書いております数字は全く仮置きでございます
ので、これ

が本当にどれぐらい実現が可能なのか、あるいはそれこそ害がないのかと
いうことは検証

する必要がございますが、まず 1つのアプローチとして、これまでの各東京電力さんと調

達先との契約の最終的な価格、どれぐらいのお金を払つたかということ、予算と
の対比と

いうので見たのが 27ページの左側でございます。

左側は何を見ているか とい うと、

わヽゆる関係

会社さんと結んだ契約 と予算との関係を示したも,のがこの赤字の部分。大体 11%か ら上に会社さんと結んだ契約 と予算 |

集まつておりますが、そうでないもの、関係会社さん以外と結んでいる契約
のものがグレ

ーのものであります。

したがいまして、一見すると関係会社との契約の交渉というのは簡単に言うと余り厳
し

く行われていないのではないかという印象を受けますので、仮に関係会社さ
んとの取引金

額が関係会社さん以外、その他の会社と同じようなや り方をしたとすれば、
これは細かく

10



は検証する必要がございますけれども、下のような削減が可能ではないかというのが下に

あります‐ 円あるいは分野を広げれば‐ 円ということになります。

関係会社を中心にどうしてもやむを得ない場合もあろうかと思いますけれども、随意契

約が非常に多いので、先ほどの話と同じようにある意味での指名競争入札を導入すること

によつて、一応二者あるいは三者というのを競わせることによつてもう少し単価を下げら

れないかとい うことをした場合の効果が、これもくどいようですけれども、とりあえず仮

置きですからこの金額が直ちに出てくるということではございませんけれども、そういう

ことでやるとすると、例えば||1円 ぐらいの効果があるのではないかということで、こ

れを今後東京電力さんと議論していこうというのが 27ページのお話でございます。これ

が発注方法の工夫でまず何かできないかというような話でございます。

やや細かい話が続いて恐縮でございますけれども、28ページ、これはある種の中抜きの

話でございますが、簡単に言えば必ずしも代理店が必要でないのに間に代理店が入つてい

るようなケースが多いのではないかという話であります。

つまり、東京電力さんから見ると、東京電力さんの発注先には 28ページの例ですとま

さに||||の ように非常に大きな会社さんが多いので、わざわざ間にだれか入つてもら
わなくても直接取引をすることができるのではないかという事例が散見されますので、そ

ういう場合にはこのケースですと こお入りいただかなくて

も同じような契約が可能ではないかと考えられますので、そういうものを仮に抜くとする

と、代理店の中抜きによつて■ 円ぐらいの効果があるのではないかというのが 28ペー

ジの話であります。

更に 29ページ、ここも細かい話でございますが、東京電力さんの関係会社、29ページ

の図では||||:と いう関係者、先日の御説明に出てまいりましたが、東京電力さんの行
い ま 一次下請けに入ってお られます。勿論、 機能がこ

の場合全くないとは思っておりませんけれども、

ビス、役務の提供になっているはずなんですが、

主たる機能はまさにサー

ろについて

この場合、併せて商流、物を納めるとこ

ことになっておりますので、その部分あ通 して取引するとい う

る意味でのプラスαのコス トがかかっているということになりますので、その辺 りの調整

もできるのではないかということで、大きな金額ではないかもしれませんけれども、29ペ

ージに出ておるような金額が考え得るのではないかということでございます。

30ページ、これは勿論いずれ御議論いただきます卸電力市場、つまり東京電力さん自身

がすべて火力発電所をつくる必要が必ずしもないのではないかという議論とも関係いたし

ますが、それはとりあえず置いておきまして、東京電力さん御自身が設備をつくられるに

しても、今後の建設単価の見通しについてはこれまでのある意味でのベス トプラクティス

を取り込むと、より効率的な整備ができるのではないかというような話でございます。

これは いうガスタービン火力を整備する場合について、これも東京電力

ろでございますが、右にございますような 2つのタイプの旧来型さんと議論 しているとこ



のスペックの製品を採用するか、もう既に東京電力さんが採用されている直近の、たまた

まこれ ものでございますけれども、これを採用するかによつてかなり単

価が違 うので、もし後者で整備が可能だということになると、そこに書いてございますよ

うな削減が可能なのではないかという議論を行つているとい うところでございます。

31ページ、これは配電工事の周 りの効率化の話でございます。これは実は私どもが御提

言申し上げているとい うよりは、既に過去 10年近く東電さん、関係会社さんの中で原価

改善ワーキンググループをおつくりになられて、     の中ではずつと工事の効率化
を検討することで■%程度のコス ト削減を実現してきた。つまり、いろんな支店の間、下

に     の支店の名前が出ておりますが、支店の間である種競争することで工事の効

率化を達成してこられておりますので、これ

事業を受注しておられるほかの事業者さんに

ティックと言 うのでしようか、そ ういうもの

外の     と同 じような

も広げることで、そういう意味でのヤー ドス

を広げることによつて配電工事全体の効率化

を実現できないか。それが     の平均的なこれまでの工事効率化の達成規模まで行

くとすると、くどいようですが数字は要検証ですが、|■■円ぐらいの削減規模になるの

ぐ

ではないかということでございます。

32ページは何が書いてあるかと言いますと、これはかつて卸入札で東電さんの価格より

は低いという前提で購入した電源の現時点での購入単価が発電用の燃料の高騰によりまし

て結構高くなつていることをどうにか工夫ができないかということでございます。

一言で申します と、32ページの中ほどの表に

||と いう、いわゆる IPP事業者のリス トが出ておりますが、その人た

る契約がそこでごらんいただきますように 2014年から始まつて、大体

ちと今、結んでい

らいまでに更新時期を迎えますので、その際に値段を下げるという工夫が恐らくできるで

あろうということであります。

特に 2014年 までのオリジナルな契約では、 下の会社が資本を投下して

発電所を立てた資本費が回収できるような契約に基本的になっておりますので、更新時期

を過ぎると資本コス トは修繕とかを除けば基本的には計上する必要がなくなりますので、

このレベルよりはかなり下げることができるのではないかということで、これも全くの仮

置きですけれども、32ページの右下のような数字が捻出できるのではないかといつたよう

なことが書いてございます。

33ページは非常に額としては多い、ここら辺は私ども必ず しも今まだ知恵がないところ

でございますが、燃料費の部分が非常に大きい価格になつておりますが、ここはなかなか

LNGの購入価格というのは長期契約で決まつているものが非常に大きいものですから、短

期的に下げるというのは難しいかなとは今の時点では感じております。勿論、何か御指摘、

御示唆があればありがたいと思います。

例えばこのような分野については、周期的には今、問題になつております、皆さんお
つ

しゃっておられますけれども、原油価格連動になつている価格のフォーミュラ
ーを長期契



約の公開の際に変えていくとすると、必ず しも東京電力さんだけで交渉されるよりも、た

とえて言えば中部電力さんとか東京ガスさんとか、そういうところと共同で当たつた方が

より有利なフォーミュラーを獲得できる可能性もあるのではないかというのが 1つは中長

期的な取組みの議論にはなろうかと思います。ちなみに韓国はある意味では国の中でいろ

んな事業者が 1つの契約で調達するということにしておりますので、国全部で 1本にする

かどうかは別にしまして、ある程度ボリュームを増やすことでよりよいフォーミュラーに

切り替えるということができるかもしれないというのが中長期的な論点にはなろうかと思

います。

21ページに一旦戻らせていただきまして、もう一度 トータルの姿をごらんいただきます

と、今、くどくど御説明いたしましたものが 21ページの表の左上のものでございます。

これを合わせますと年間で|||ll円、東電さんが既に織り込んでおられるのと含めると
やっとといいますか、それで年間     円のコス ト削減というのができるかどうかと
いうことになります。

更にここの中ではまだ数字ができておりませんけれども、右下にございますように先ほ

ど申しました中期的な課題、燃料の共同購入とか、今 9電力で変電設備、配電設備を中心

に独自の規格をすべてお持ちであるということがございまして、これはつくつているメー

カーめ側から見てもやや時代に合わないものに恐らくなってきているので、それを標準化、

統一化することで中期的にコス トが下げられるのではないかということも何らかの試算が

できないかということでやつております。

しかし、これは当然事柄の性格上、東京電力さんだけでおできになる話ではございませ

んので、業界全体でどういうふうに将来的にお取組みになるかということではございます

けれども、そういうことも中期的な課題としてはあろうかと思います。

最後に 35ページ以下、人件費について御説明させていただきます。

人件費につきましては、36ページに全体の概要が書いてございます。

ポイントは、まず人数の点でございますが、これは勝俣会長が来られて御説明になつた

ときもお触れになったと思いますけれども、ともかく当面、福島の業務をこなすために、

これは東京電力さんの試算として、社員で||■人程度の人員の確保が必要なので、それ
を捻出するのに、いずれにしてもどこか削らないと||1医の人たちが捻出できない。つ
まり逆に申しますと、その ||■人程度のものはなかなか社員以外の人には任せることが
難しいとい うことになるので、私どもと東京電力さんの議論としては、それでは、その

■■■人の方をどうやって全体に業務に支障がないように合理的に抽出するか。つまり簡

単に言 うと、削減すべきでないところから抜くと大変なことになりますので、削減すべき

ところから抜いていくということをまず考えるということと、それから中長期的には、福

島の業務がピークアゥトした先においては、     人程度の人員についてはだんだん
実質的に削減するということを考える必要があるのではないかということがまず議論の対

象になっています。
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2番 目に、いわゆる人件費の水準の内容でございますが、一言で言いますと、今、給与

を 2割カットしておりますので、給与・賞与というものは現時点で、カット後では大体、

大企業平均以下になっています。ただ、退職金 。年金、福利厚生費等については、率直に

申し上げますと、相当手厚いという面がございますので、この辺 りのことをどう考えるか

ということが一つの論点になろうかと思います。

3番 目は、スマー トメーターとの関係でも出てまいりますけれども、今まで行つており

ました委託検針員、つまリメーターの針を一つひとつ、人を使って見に行く。あるいは集

金の督促に充てる人が、スマー トメーターが導入されていきますと不要になりますので、

これをどういうふうに考えていくかが 3つ 目の大きな項目になります。

人員の削減と申しますのは、その||■人を抽出するためにどういうふうな工夫をしよ

うかということで東京電力さんと議論をしようとしているかといいますと、ページが飛び

まして、38ページと 39ページに概要が書いてございますように、要するに東京電力さん

のいろんな支店や支社なり発電所の中で、ある意味ではかなり生産性、同じような規模の

支店 。支社あるいは発電所でも、やはり人にばらつきがございますので、当然のことでは

ありますけれども、そもそも固有名詞かどうかは別にいたしまして、人事配置上は人に余

裕のあるところからだんだん、先ほどの||■人の方を出していく必要があるのではない

かと考えておりまして、その点を触れておりますのが、この 38ページの「c.生産性/

階級構成の偏 り/バ ラツキによる削減余地」というのが、今、申し上げた点でございます。

これによつて、まだ数字は精査中でございますけれども、まだまだ||1人 ということで

はどういうところかまで実際行つておりませんが、そういつたような人員を出しませんと

福島の業務そのものはできないということになつてしまうということでございます。

給与以下の制度のお話になりますけれども、41ページで、これは先ほど申しましたよう

に、給与。年収の比較が書いてございます。左側の図が高卒の方を対象にした年収
の比較、

右側が大卒の方を対象にした年収の比較です。東京電力の従業員の全体の中で、約
4分の
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3が大卒、約 4分の 1が高卒とい うことになります。それで、グレーのラインが大企業の

平均、濃いブルーのラインが今回の震災前の、賃金カット前の平均的なモデルの東京電力

さんの水準、賃金カット後のものが薄いブルーの線ということになります。 したがいまし

て、現時点、賃金カット後ということで言いますと、大企業の平均を下回る水準になつて

いるということではないかと思います。

唯一、個別の点であるとしますと、細かい話でありますが、時間外給与の割増率をどう

考えるかとかというものがございまして、それは 41ページの下に書いてある、法定利率

よりも高いものをどう扱 うかということが書いてあるものが下の時間外給与の割増率の話

でございます。

次に、いろいろ制度上の問題もございますが、退職金 。年金でございます。これは一言

で言うと、かなり水準が高いというふうに評価 しております。42ページに書いてございま

すものが、東京電力さんの平均的な退職金のモデルでございます。それによりますと、給

付水準のイメージが 42ページの右上に、管理職、一般職の別、それから、それぞれ退職

一時金なのか、確定給付企業年金、いわゆる DBなのか、確定拠出年金、いわゆる DCな

のかという区別で書かせていただいておりますが、いずれにしましても、それを合計する

と、管理職で 4,200万 円、一般職で 3,100万円という平均的な水準になります。

これを他業界、他社と比較したものが 43ページでございます。先ほどと同じように、

大卒男子、高卒男子に区別 して書いております。一見しておわかりいただけますように、

大卒の場合は、どの業界と比べても圧倒的に高い。それから、高卒の場合は、どの業界も

とは言いませんけれども、新聞・放送という一番高いものよりもやや高い。こういう水準

になります。

先ほど申しました 4,200万 円という水準は、大卒という意味では、後者で申しますと右

側の会社との比較になります。東京放送が 4,300万 円、アサヒビールが 3,566万 円の中で、

4,200万 円という水準になります。

これを、仮に制度を変更する、簡単に言いますと、削減するとどういう効果があり、手

続上はどう難 しいかというのを書いたものが 43ページの下半分であります。少 し小さい

字で書いてあつ‐て、見にくくて申し訳ないんですけれども、甲、乙、丙と書いてあります

が、甲は現役従業員、これから辞められる方だけを対象にして確定給付年金、DBの給付
利率を下げる、あるいは下限を撤廃する等々の措置を講じるのが甲案。それに加えて、OB
の年金についても手をつけるのが乙案。丙案というのは、乙案に加えて、これからの退職

一時金、いわゆる退職金の給付水準を下げるところまでやるのが丙案となります。

これは取らぬタヌキの何とかですけれども、数字を単純に計算しただけでございますが、

甲案で見ますと、一時的効果が||1円 、年間効果が■ 円ですから、10年間で計算い
たしますと、|■|ll円 というのが甲案、同じく 10年間の効果で、乙案が     円、
丙案が     円ということになります。ただ、実際にこれをやろうとします と、必要
な同意として、御案内のとおり、甲案でいきますと、これは現役だけを対象にいたします
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ので、組合の同意が必要であるということ。それから、乙案以下になります と、これは

OBの分にも手をつけますので、OBの 3分の 2以上の個別同意が必要だということになり

ます。

まず、こういうようなことであるという御報告でございます。これが 43ページであり

ます。

44ページで、これはいわゆる福利厚生の分野でございます。これは細かく見ますと、赤

い丸が付いております健康保険料、いわゆる雑日、カフェテ リアというようなものがメイ

ンになります。

まず、健康保険料につきましては、大企業の平均で言いますと、健康保険料に占める企

業負担の平均は 50～ 60%であると承知しておりますけれども、東京電力さんの場合は事業

主負担が 70%と なりますので、かなり高いということにはなろうかと思います。

その下に財形貯蓄の部分がございますけれども、大企業の平均的な扱いは、非課税枠 550

万円までについて大企業が、要するに事業者側が負担するのが通常になつておりますけれ

ども、東京電力さんの場合は、

て、これはかなり手厚いとい うことにはなつていようかと思います。 ここら辺をどうする

かが恐 らく議論にな ります。

更に、いわゆるカフェテ リア、ある種のエコポイン トみたいなものなので しょうか、要

するに、いろんなものを買 うとそれに対 してポイン トが付与 されて、実際には補助が行わ

れるものが、大企業の平均が 5万 2,000円 に対 して、東京電力は 9万 円とな ります。

かと思いますけれ ども、

これについてどう考えるかがもう一つの論点になると思います。

済みません、御説明は以上でございます。

○下河辺委員長 御苦労様でした。
それでは、今、ちょうど 17時になりましたので、時間を 40分 ぐらい予定いたしまして、

西山さんの方から詳細に説明をいただいた内容等について、取扱注意の主な検討事項がご

ざいますので、これと両方見比べながら、まず最初は、第 1の設備投資関係について御質

最後になりましたが、45ページに、これも一度御説明をさせていただいたことがあろう
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問 。御意見等をちょうだいいたしたいと思いますけれども、どなたからでも結構です。

それでは、皮切 りというのもあれですが、指名 して恐縮ですけれども、|||■ どうぞ。

○|||| よろしくお願いします。
今日から設備等に議論が移るということで、私自身が前回の資産の話よりもより本丸の

議論でより重要な議論に、プライオリティーの高い議論に入つてきたと認識 しております。

その中で設備のことなんですけれども、西山局長、非常によくまとめていただきまして

ありがとうございますなんですが、非稼働設備が非常に増えてきたという図が 12ページ

目でも御説明があつたと思います。これは御説明のとおり、レー トベースに非常に、公正

報酬そのものに関係するところだと思つていまして、これについてどうするという話は特

になかったように思うんです。多くなつてきて、修繕費がかかりますねみたいな話で終わ

っていたと思 うんですけれども、今、緊急事態として稼働させているものはともかくとし

て、やはり、このレー トベースを適正化 していくということも 1つ大変重要なことだと思

いますので、ここはひとつ大きく切り込んでいつていただきたいというのが 1点 目です。

もう一点は、15ページで潮流増の御説明がございましたね。これは先ほどの局長のお話

のとおり、非常にまだペンディング状態で、大きい問題だということなんですけれども、

これに関して 1点だけ、私の勝手ながらの見解なんですが、今回の設備の話というのは、

過去のピーク需要に対応した考え方がどうだつたのかとか課題だつたのかということで、

ある意味、従来の延長線上での議論のように感 じられたんです。勿論、従来のように、電

源が足りないからつくつていきましょうというのはありますけれども、技術もどんどん進

んでいる中で、企業というものは、|||■ とかは同意していただけるかもしれませんが、

非常に企業というのは持っている資産をどれだけ有効に活用するかというのがポイントで

ございまして、電力会社というのはピーク需要に併せて持つていますので、そういう意味

では夜間とか捨てている電流がいつばいあるわけですね。あるいは無駄に遠くまで運んで

いるとか、そういうものも送電の方であるわけで、やはりこの機会に、そうしたものにつ

いての考え方、来年できないかもしれませんけれども、10年計画ということですから、10

年間同じ考え方でやっていただいては困ると思います。ですので、そこも大きく切り込ん

でいつてくださいというのが 2点 日です。

以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
今の 2点に関連して、日■■■、何か御質問等は、今の段階ではよろしいですか。

ollll日  はい。
○下河辺委員長 それでは、切り込みの要望がありましたけれども、その限りにおいて、
この場で何か追加的に述べていただくようなことはございますか。

○西山事務局長 特にございませんが、併せて、今、御指摘のように、これは設備投資を

どうするかという話と、当然、料金制度の中でどう扱 うかという問題 も他方ございます。

今日はそこまで至っておりませんで、そこはまた料金制度の中で併せて御議論いただきた
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いと思います。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
ほかの委員の方から、副長官を含めて、御質問・御意見はございますか。

それでは、||||お 願いいたします。
○|||1 質問といいますか、今、あれ しているのは、修繕費と減価償却費を設備投資
と考えているんですか。

○下河辺委員長 はい。
○|||| これは何となく感想ですけれども、修繕費 9%、 減価償却費 14%と いうのは、
多分、この種のいわゆる設備産業、かなり長期的な有効寿命を持つたものの対数観察とし

て見ると、そんなに高くないんですよ。むしろ、この辺、例えば電力他社との比較とか、

そういうものをよく見ていた方がいいのではないかなという気がするんです。

それから、 4ページの表を見て戦略的にばつと思うのは、人件費 9%は結構低いような

気がするんです。これは、例えば他の電力会社の人件費率を見ると、もう少し高いんです

よ。ですから、これは都会であるから効率的な人間の使い方ができるというようなことも

あるかもしれませんが、これも対数的に見ると、そんなに大きな財源になりそうもないよ

うに思われます。

の大きな差が出てこないと思いますので、人件費率はそんなに高くないような感 じがいた

します。

勿論、ですからネグってしまつていいというわけではないんですが、大局的に見て、高

コス ト構造を直そうと思つたときにターゲットにすべきところは、この 4ページの表から

見るとおのずからわかつてくるのは、やはり燃料費と他社の購入電源費の部分がすごく多

いですから、これをいかに少なくするかというのが基本的にはコス ト構造を少なくしてい

く決定打であると思うんです。

それで、これは後で聞くべきなのかもしれませんが、燃料費 31%の 中には原子力の燃料

も入つているんでしょう。ですから、原子力発電が 3割近く活用されている状況での燃料

費率ですね。ですから、これがもしそうでなくて、今のような状況が続きますと、この比

力の場合は、それほど

率は飛躍的に上がるんだろうと思 うんです。
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先ほどの御説明ですと、シナリオが幾つかあって、動く場合、動かない場合、他人事み

たいなことを言つていますけれども、他人事みたいなことを言つていると、日本の産業が

他人事みたいな考えの中で空洞化 してしまうとか、そういうことになるわけで、長期的に

物を見るのであれば、こうすべきであるという方向と、こうしなければならないという決

意と、そのためにどうしたらいいかということを少し明らかに打ち出していつた方がいい

のではないか。政治の世界ではなかなか難しいんですが、こういう場であれば、そこのと

ころは真正面から見ていくべきではないかなという感 じがいたします。

設備投資から少しはみ出しましたが、大局的に見ると、そのような感 じがいたしました。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
それでは、|■■■どうぞ。
○|||1 御説明いただいた中で、14ページのところなんですけれども、簡単に言うと、

要するに福島第一の 1～ 4号機は完全に廃炉になるので、この部分は 280万 kWぐ らいで、

これは恐らく緊急設置電源という形で、自社で投資するという前提でつくられていると思

うんですよ。ですから、この投資というものは追加的に|||1円 とかそういう金額がも

うここで見込まれてしまつているわけなんですが、それと同時に、古い経年火力を一旦立

ち上げているということとの組み合わせだと思 うんです。

先ほどおつしゃつたように、稼働 していないものを持つていて、これは予備にはあつた

んですけれども、この部分はいつまでも続かないので、できるだけ古いものをどんどん捨

てていくみたいな話を本来はすべきで、新 しい、より効率のいいものにリプレースする必

要はあるんですが、それを全部、東京電力が自社で投資するのかどうかというのを、まず

議論すべき話だと思 うんです。

それで、「他社開発」と書いてあるところがあると思いますけれども、これは例えば共同

火力みたいなものなのかもしれませんが、これは先ほどの円グラフで言いますと、ほかで

開発したものが高い。その分、よけいにコス トがかかるということかもしれませんが、逆

に投資しなくて済むわけなので、そことの差し引きだと思うんです。ですから、共同火力

の在り方とか、他社電源の、ここのところを甘く考えずに、もつと徹底的に突つ込んでい

つて、できるだけ安く買う。それで、投資は余り自分でせずに、ほかの業態の人にやつて

もらうということをもつと考えていくべきだろう。

これまでの東京電力の共同火力というのは、例えば東北電力でやつていたりするんです。

私は、これは余り意味はないのかなと思うんですけれども、ほかの業態、例えば石炭をた

くさん持つているような鉄の会社とかそういつたところというのは、まさに石炭火力に適

したパー トナーなので、できるだけそういつたところに関わつてもらうということを考え

ていくべきだろうと思 うんです。ですから、その辺をもつと具体的に、この表だけではな

くて、このグラフ、これはいつも東京電力で使つているグラフですけれども、これだけで

はなくて、具体的に、どの部分は完全に他社に任せて、その分の電力料金の購入の部分を、
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少なくとも今の販売電力の料金も安く調達しないと意味がないので、kWhで ■ 円以下で

調達してもらわないと意味がないということだと思うんです。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
それでは、よろしければ、|||■ どうぞ。
○|||1 幾つか質問もなんですが、まず IPP契約の更新のものなんですけれども、私
の理解が正しければ、もし長期契約をするとして、入札をしないとするならば、電事法の

枠組みからして、本来の交渉とかではなく、コス トベースでの調達になるはずなのではな

いか。それで、10年 rn5も動かして、十分償却して、十分稼いだものなので、まともにやれ

ば ドラスティックに価格は下がるはずですから、その低い価格で売つてくれるかどうかと

いうのは大問題になるとは思うんですが、本来的には相当ドラスティックに下がつて、当

然、自然体にやれば下げられるものだと理解しています。妙なことをやつて、ほんの数%
下がつて、これで改善だなどということにならないように、そのルールに従つて買つたと

いうようなことはきちんと念頭に置いた上で、調達のことは考えてください。

それから、質問なんですが、この中長期の電源構成なんですけれども、石炭火力発電所

の新設が幾つかあるんですね。この石炭火力発電所は、IGCCでやるガス化発電所ですか、

従来型の発電所なんでしょうか。多分そうだと思うんですが、従来型でやるんだと思うん

ですけれども、もし、そうだとすると、

リーンコールの研究所をせつかく持っていて、膨大なお金を突っ込んで研究開発 している

のに、いつまで経つても使えないわけですね。それで、これは私の誤解かもしれませんが、

海外に出ていくとかというような戦略的な発想も今の東電の経営陣にはありそうにもなく

て、オース トラリアに少し出ていつて実証しましょう程度のことで、 しかも主導している
のは商社 とメーカーとい う状況の中で、

かということはあり得ると思い

備投資計画との関連でもそうい

以上です。

れは電気事業者がやつた方がいいに決まっているではない

ますが、そんなに自明なことではないと思うので、この設

うところをきちんと見ていつていただきたいと思います。

○
―
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|||さ っき申し上げたのはそういう趣旨です。
○|||1 私の理解では、50万のプラントをつくれるほどに、まだ技術が確立していな
い。相当に稼働率が低くて、とても現時点で建設できるほどの技術には達していないと理

解していました。

○|||1 私もそう理解していたんでけれども、

○
―

わかりました。

○下河辺委員長 今の関係で、何かありますか。
○西山事務局長 まず幾つかお話がありました、東京電力が別に全部つくる必要はないの

で、他社電源をどう活用するかというお話は論点の 4番 目にかなりまとめてやろうと思つ

ておりますので、そのときにまとめてやらさせていただきます。

他方、■■■|がおっしゃったほどドラスティックに下がるかどうか、足元ですと東電

全体のあれと同じですが、燃料価格の高騰の下で燃料費の公債がかなり高いのは事実なの

で、資本部分が下がつたからそんなに下がるかどうかはわかりません。これは勿論、東京

電力のrtL社電源の使い方のノウハウの問題もあつて、当然、森社より安いからやらせてい

るわけですから、賢いフォーミュラでやらないと、やつてみたら高かつたら実にばかばか

しい話なので、そこはせつかくもう 10年、15年やつたわけですから、よりよいノウハウ

を出すという観点はあろうかと思います。

||■■から原子力の稼働の話があつて、私の説明がよくないのかもれませんけれども、
この委員会の報告書として、どういうメッセージを出すかは是非、委員の方に御議論をい

ただきたいのですが、議論のために申し上げさせていただければ、他方、安定供給という

ことはどうしても考えなければいけないので、原子力が万が一そのときに投資計画はどう

持っておくかということも一応内々には御論をしておきませんと、そうならなかつたから、

もう電気が付かないんですともいかないであろうと。では、その場合はどうするかという

ことで、内々には少なくとも議論をさせていただくという意味で、シナ リオは両極端の 2

つの書かせていただいたように、対外的にどれを入れるかというのか、委員会としてお決

めいただきたいという意味でございまして、その 2つ を世の中に出すことを決めていると

いう意味ではございません。委員の皆さんにお考えいただくために、両極端のケースがあ

った方がよかろうという意味です。

○下河辺委員長 今の説明はそれで了解いたしました。

■■|■、 1と 2、 調達の問題も含めて、御質問、御意見をおつしゃつていただいて結

構です。

○|■|1 第 1点は、今、説明をいただいたのは単回を中心とした説明だつたというこ

とですね。実際、東電を見る場合は、実力は連結で見ないとわからないので、投資計画に

してもコス トダウンにしても、これは全体にかかる問題ですが、あるいは人員にしても資

金計画にしても連結で見ないとわからないので、単体と連結と両方しつかり見てほしい。
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特に連結の方が私は重視しますので、そういう見方の資料が欲 しい。これはデューデリチ

ームにきちんとやらせていただきたいということ。

先ほど、|■■|か ら例の貯留のところがございましたけれども、誠に私も同感で、や

はり既存設備の稼働率が企業にとつては一番大事なので、10年間も使わない設備があるな

ら、除却しなければいけないですね。それでスリム化していかなければいかぬと思います

ので、そこの判断はきちんとやっていただきたい。||||と 同じ考えということでござ
います。

人件費のところは|||■ から出ましたが、それはここで申し上げない方がいいですね。
人件費のところで言つた方がいいですか。

○下河辺委員長 もう次に入つてしまいますから、いいですよ。
○|||■  人件費について

―
がおっしゃるのは、よくわかります。|||■ の御

視点で申し上げると、 1つは同業他社との比較。 9電力の中での比較が必要だなというこ

とと、同業他社でも恐らく相当、質的に違 うところがあると思いますので、単純な金額で

はなくて、金額と質ですね。例えば 1人当たりの売上高であるとか、 1人 当たりの付加価

値であるとか、 1人 当たりの利益であるとか、あるいは 1人当たりの労働装備率であると

か、出ている企業は人件費は当然上がっていくと思いますので、そういう比較をされた方

がいいだろうという気がします。

もう一つ、東電の人件費で見る限り、同業他社ではなくて、大企業との比較で見ますと、

これは明らかに高い数字が出ていますので、これはそういう格好も一つ成 り立つと見てお

ります。

以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございました。

|■■■あ方から御指摘のあった、グループとしての数字も御準備いただきたいと思い

ますけれども、圧倒的に東電さんの場合には単体のあれが大きいというところもございま

すが、それはそれとして、グループとしてのあれもお願いします。

○大西次長 作業としては単体をやって、当然、単体から各社にコス トダウンをして、今

度は関連会社についてもコス トダウンを今やつている最中ということで、当面は意識して

やつていくと。

○|■|■ 結局おわかりだと思いますけれども、東電はコス トダウンをしても、連結の

子会社でコス トダウンをしなければ、同じことになってしまいますので、そういう意味で、

きちんと見ておく必要があるということです。

○大西次長 あと御質問いただいた生産性等の比較は、全体的な相対的なものはまだ付け
ていないんですけれども、39ページの指標はベンチマークで同業他社も含めたところで一

応やっておりますが、詳しい中身は付けておりませんので、その辺も御説明をさせていた

だければと思います。

○|||1 調達のところですけれ ども、
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ほど|■|■がおっしゃったように、他電力と是非比較

していただきたいという点ですね。東電の特徴の一つは、ほかの他電力に比べると調達の

ボリュームが非常に大きいです。同時に豪州とかいつたところに上流圏域を持っている唯

一の電力会社です。であるにもかかわらず、そのメリットが余り共有されていなくて、長

期契約を単純に比較すると、例えば九州電力と比較すると九州1電力の方が低いと思います。

それはなぜのかという点が一つです。

スポットは非常に偶然の要素が大きいんで、たまたま取れたとかい うのが大きいので、

スポットが安いことは必ずしも経営努力を反映するものではないんですけれども、スポッ

卜の上達の部分は、 えば中部や

関西や九州と是非比較をしていただきたいので 1つ。

2点 目は、とは言つても、長期契約、これは簡単に ドリンクを外すみたいなことが書い

てありますが、これは物すごく難 しいことで、そんな簡単にはできませんし、実際に韓国

も同じように外れていないんです。ということなので、米国のようなヘンリー・ハブと単

に比較して、これと同じようにできるというのは全く夢物語でしかないので、むしろそこ

に至るまでは調達の全体構造を見ないと、東電だけでできるということはほとんどないだ

ろうと思いますので、

かなか難しい。カーゴス トラップの話が出ていますけれども、これはもう既にやつていま

すから。ただ、これは非常に限定的な話だと思います。

2点 目はここに全然書いていないんですけれども、LNGは特殊な船で運ばなければいけ

ないんですが、電力会社、特に東京電力は全部、船を持っているんです。LNG船を 1番船

から5番船まで持つているんです。こんなことをする必要があるのかは是非議論をした方

がいいと思 うので、船は高いのでわざわざ持っている。例えばそれを日本郵船とか商船と

かはなぜ活用できないのかもやつた方がいいと思います。勿論、船を持つていることによ

るメリットも当然あるんですけれども、プロコンを是非調べていただきたいし、それを持

っていることによつて、実際にどれだけ価格に影響を与えたのかとか、有利に活用できた

のかということもほとんど多分検証できていないと思うんです。だれも検証していないと

思うので、そこを是非検証していただきたいと思います。

○下河辺委員長 ありがとうございました。全く新しい点での御指摘もいただきましたの

で、作業を進めていただきたいと思います。

○仙谷内閣官房高1長官 細かい点ですけれども、26ページの関係会社取引見直しというの

がありますね。これは全体の金額としては、 4ページはどの部分に出てくるのか。あるい

はこういう仕切りとは違 うので、要するに関係会社取引が全体の金額として、どのくらい

かは別途出してこないとわからない。

ここに営業利益率と売上比率が出てきているんですが、こういう言い方をしたら甚だ、

そこをあおつてよくないような気もしないでもないけれども、つまり|■から始まる関連

企業、納入業者泣かせの大変厳 しい調達みたいな話が日本の企業であるんですが、高い方
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が麗 しいと言えば麗しいので、麗 しいとも言えるんだけれども、今の時代はそんな時代で

はないという感じから言えば、この関係会社取引、さつきの|||■ の連結で見ないとわ

からないというのと多分どこかで重なる部分だろうと思いますが、これは全体の金額とか、

それはどういうことになるんですか。27ページ以下に出てくるわけですか。

○西山事務局長 これはむしろ前回やるべき話でありまして、連結でどう合理化をしてい

くかという話でございまして、前回はどちらかというと売却、発想の順番としてはどうし

てもそうなつてしまうものですから、存続か売却かというところを中心に御説明してしま

いました。

前回余り御説明できませんでしたが、存続するとして、関係会社と東京電力の取引をど

う合理化するかという話が当然別途ございまして、今すぐに数字は出てまいりませんが、

そういうイシューとしてやろうとしまして、その全体像がまさに連結ベースでどうなつて

いるかをお示しするということになります。

○下河辺委員長 どうぞ。
○■■■■  2点 ありまして、 1つはコス ト削減について、事務局が大変努力をされたな

という数字が 21ページのおまとめであるんですが、これは決定でも何でもないですね。

これはこれでいいということではなくて、更に覚悟を持ってやるということですね。それ

を確認させてください。

もう一つ、今、26ページについて副長官が言われましたが、非常に不思議ですが、主要

な関係会社が東電では利益が出るけれども、社会では大幅な赤字になつています。極めて

変な取引なんです。会社として何が奇妙奇天烈な会社なんです。これは非常に多いんです

よ。何か体質的な問題、グループとして何か大きい問題がありそうな気がするんですが、

これを解明していただきたい。これでは事業になつていないです。単純に言うと、こんな

赤字を出しているんですから、社会取引きを辞めたらいいんですよ。いろいろな事業があ

るでしょうけれども、経営者としての判断は辞めですよ。辞められない事情もあるでしよ

うから、ここはデューデリチームがいる限り、精査してください。

○下河辺委員長 |||■ 、どうぞ。
○||■■ 例えば 27ページに■■■の東京電力向けの契約が■ %と なつています。27
ページの左側、■

ll、 関係会社の契約金額。|卜1は 、例えば配電とか何かの工事について

は||■ に出しているという意味ですか。
○西山事務局長 済みません。これはちょつと違いまして、私の説明が悪いんですが、要

するに東京電力は何か工事を発注するときに、とりあえず予算を組むんですね。これは 100

万円かかると。その後に相手と交渉するんです。相手が関係会社である場合と関係会社で

ない場合がありまして、関係会社でない場合の結果がこのグレーのプロットをしたもので

あります。
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ollll                     自分のところの工事とか、自分

のところの技術を使った製作などをやらせるときに、その技術の保秘ですとか、あるいは

工事の安全確保はすごく大事なところでありまして、昔は四国の電力会社のたしか送電線

の鉄塔のボル トが抜かれて、突然倒れたか、倒れる寸前でわかつたかということがありま

したね。

触ると、邪悪な目的でいたずらをすることもできるような分野で、しかも安全とかが関係

のある部分は、自分で持つているというのが一番いいんですね。自分であらゆる部隊を持

つているのがいいんですが、自分の部隊を持つよりも関係会社にした方が有利だというと

きは、そこに出しますね。そうすると、そこで例えばコス トの大層を回収させて、残つた

部分についてはもう少 しエマージナルコス トでもつて、外の仕事を取らせるとかいう形で

うまく使えるんだと思います。

ですから、そういうような安全確保とか保秘ですとか、そういう問題はかなりあると思

うので、その辺は検討される際の考慮要素に入れておいてほしいと思います。

○下河辺委員長 今の||||の 御発言は、前回の委員会でも|■|■の方から御意見と
していただいているところでございまして、議事録の要約の方にも記載をしている点でご

ざいます。

では、
―

、どうぞ。

○|||1 今の 27ページで、その前の 26ページで||||が おっしゃったことに通じ

るかもしれないと思つたんですけれども、今回の事務局のまとめでは、関係会社が要する

に予算総額の■■で落札しているケースが多いので、もうちょつと下げられないかという

議論だつたんですが、このプロットは実はもつとよく見ると、グレーのもので |||で来
ているものがあるところの方が、むしろ問題みたいに見えたりして、前のページで東電向

けの利益が出ていますよということは、そのグレーの人たちはもつと利益が出ているかも

しれないという仮説が、その流れから言うとですよ。全部の取引きを見ているわけではな

いので言えないんですけれども、となってくると、同じグラフでももう少し多面的に見て

いかないと、やはり東電外のところでの取引で何かという話とかが見落とされるのではな

いかというのが 1点 日です。

もう一点が、31ページ 工事の効率化 とい うところで書かれたんですが、

私はデューデ リの趣旨と合 うかなというのが疑間で、 贅んで

すね。その会社のコス ト削減策は、その会社の株主さんもいらつしゃつてモニタリングを

しているところもあるので、というのは、むしろ東電側から見た場合に     への発
注の仕方が、要求とかスペックとかいろいろあると思うんですけれども、||||が おっ
しゃつた安全とかそういうこともあると思 うんですが、それが適正かどうなのか。人より

な人が入つてきて

いつばい払つているかどうかをもつと見ていただきたいと思 うので、     の努力に



ついて離されても、それが実際に東電さんの発注価格とリンクしているかどうか。データ

はないですから、ファクトファインディングなデューデリにしていただかないと、最後は

印象点とか感情論になつてしまいますので、ファクトをやつていただきたいと思います。

以上です。

○西山事務局長 まず 27ページはおつしゃつたとおりのことだと思いますけれども、こ

れはそういうふうに資料をつくればいいんだと思いますが、左側のものは必ずしも入札だ

けではなくて、右4Allに出ていましたように随契も入つてし`ます。随契だと|||になる場
合もあつて、つまり必ずしも入札をやつて|||に なっているわけでないです。わかりや

すい表になつていないので、それは調整いたします。

‐ のケースについて、ファクターはさせていただきますけれども、全く同じ工事で

エリアによつては     、そうでない部分はいろいろな事情でほかの業種さんに発注
されている場合があるものですから、全く同じ種類の工事であれば、     がおでき
になるようなことができるのではないかという意味です。具体的な工事名は申し上げられ

ませんが、エ リアによつては     と住み分けている会社さんもおありになつて、そ

うであれば全く同じ工事なわけですから、同じようなことができるはずということです。

〇
―
 わかりました。                    ・

○下河辺委員長 その他、人件費の問題を含めて、御意見、御質問.

―
、どうぞ。

○|||| まず全体として大きなのは燃料費、減価償却費だというの |まわかるのですが、
一方で非常に切り込みにくい、燃料費も勿論ちゃんとやるべき。具体的にまさにおつしや

つたことは、私の理解ではかつては法的などがなくても、電力会社あるいはガス会社と組

んで購入していたということもあつたと思 うので、そういうことも調べていただいて、そ

れは別に国がサポー トしたわけではないと思うんですけれども、そういうことはちやんと

やつていたではないかというようなことも指摘しながら、こういう方向に全体に持つてい

ってほしいなと。           '
そこで削減できれば、確かに大きいというのはわかるんですが、原油価格が高くなると

かいうようなことに関しては、東電の努力あるいは日本企業の努力ではどうしようもない

側面もあり、そうすると、その努力でできるところに焦点を当てなければいけないので、

仮に割合が小さかつたとしても、人件費だとかいうようなところを決して軽視しないでは

しいと。

実際に料金の値上げになるときには、今般のサーチャージの問題で電力が多少非産業と

いうのに減免しますなどという議論をしたときのあの値段を考えれば、ここの 10億、数

億などはごみみたいに見えるかもしれないんですけれども、そのコス トの肖1減は決してば

かにならない数字だということは認識する必要があるだろうと思います。

2番 日、先ほどから他電力との比較ということが言われて、確かに他電力と比較して、

いろいろと明らかにしてほしいということは私も同意しますが、一方で他電力に比べて、



そんなにひどくないから大丈夫だという結論には、決してしないでいただきたい。そうす

ると、ほかの事業者もみんな非効率的で、みんなほかの事業者と同じくらい非効率的なん

だから大文夫だねと言われたら、かなわない。

そういう意味では、その比較も勿論重要なのだけれども、人件費などでは今回示された

ように、ほかの業者に比べてもこうだ、手厚過ぎるではないかというような視点は、決し

て忘れないでいただきたいと思います。

3点 日、本筋から外れるかもしれないんですが、東京電力から          に

相当なお金が行つているのではないかと思っています。いろいろな費目に分かれて。■■

■については、今回いただいた資料に、研究開発という文脈で言及があつたと思います。

■■|に どれだけお金が流れていて、このお金は本当はむだではないかという携点は決し

て小さな額ではないような気がするんですが、これは|■■|のことなので東電だけでは
やれないということなのかもしれないけれども、基本的にはHな わけですから、本

来ならやれるはずなんですね。

■■■に東電から出向させていて、その人件費等は東電で持っているはずだと思います

が、この膨大な人件費をかけている優秀な大学卒の人がわざわざ審議会に出てきて、東京

電力からも出てきて、|||からも出てきて、|||からも出てきて、発言をいちいちチ
ェックして、ちょっとでもおかしなことを言おうものなら、すぐに御説明に行くなんてい

うのは、どう考えても社会的なむだにしか思えなくて、そういうような小さなことのよう

に思えるかもしれないんですが、膨大なむだが本当はそこに隠れているのではないか。い

ろいろな費目に分かれて、それぞれが小さくなつているので目立たなくなつているのでは

ないかということを心配しています。ここも減らすべしとい う結論になるかどうかは別と

して、こういうところにも関心を持つて、ちゃんと調べましたということは是非とも出し

ていただきたいと思います。

以上です。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
3番 目 係は、まずはファクトとしてこれまでの DDの作業

のアームが及んでいない分野かと思いますので、その点についても追加的にファクトとし

ては押さえていただいて、どういうあれが出てくるのか御報告をいただきたいと思います。

どうぞ.

○|■■■ 質問です。36ページの人件費のところなんですけれども、|■1人という、
原子力損害賠償業務等と書いてありますが、福島の今の対応というのはここに入つている

んですか。あれは損害賠償ではないですか。

○西山事務局長 損害賠償以外のもので入つております。
○大西次長 正確に言 うと、損害賠償対応業務は |||:と 聞いておりまして、ほか |||
||がおっしゃるそれ以外の福島の対応についてと聞いております。ですから、合わせて

|■||です。
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○|||| この切り自ではなくて、東京電力が原子力でどういう人を抱えているかとい

うことを聞くと、大体本社に||1人 いるということです。そのうち||||の 日|1人
が学卒。学卒といっても、院卒も含めて相当高い。残りの||1人 というのは、どちらか

というと地元にいて、運転の保守や管理などをやつている人たち。それから、いわゆる協

力企業と言われている人たちがいて、これが場合によるんでしょうけれども、地元雇用で

大体|||■ 人ぐらいいるということです。
人事の政策の立場から言 うと、彼らにとつて特に大事なのはこの ||■人だと思うんで

す。その ||■人をどこにどう配置するか。これが過剰かどうかということも勿論ありま

す。積極的にこのEAを 維持するかどうかというのも、勿論この原子力、脱原発依存

となったら減つていくのかもしれませんけれども、その点がありますね。

それから、地元に貢献している協力企業があって、この人員構成の難 しいところは、こ

ういうものがあるからだと思うんです。結局、原子力の立地と協力企業、地元の雇用にな

つている。必ずしも協力企業は子会社でも関連会社でもないというのがある。ですから、

そういう非常に難しい面があつて、でも逆にそこにもう少しメスを切 り込まないと、余り

この原子力の問題点というのは出てこないだろうと思うんです。

これも先ほどの設置との関係で出てくるんですけれども、

fも しれないし、ひょつとしたらできないかもしれないにもかかわらず、それだけ人員を

ずっと抱えていなければいけないわけです。恐らくそういうふうに考えると思います。将

めには、今、ここにいる人たちをどこか別のところに回しな

がらも維持しなければいけないと考えるだろうと思うので、本当にそ ういうことでいいの

か。

つまり、これは国の問題だと思いますが、はつきりとある程度どこか決めておかないと、

例えば大間はやらないとか、東通の 1はやらないとか、やるとかとい うのを決めないと、

いつまで経つてもそういう不安定な状況のままで置いておくと、結局それがずつと人を残

す理由になるんだと思うんです。ということなので、それはもう本書かどうか別として、

きちっと決めないといけないので、そういう問題提起はしておかないといけないだろうか

ということです。

それから、これは前回もそうだつたんですけれども、必ず しも連結になつていないけれ

ども、例えば■■■■とか。あれはかつ通常の|■|■が資金調達をするときは、東京電

力は債務保証をしているわけです。ああいうものですね。つまり、個別に連結とか、そう

いう視点からは出てこないんだが、物すごく一体として原子力の中で動いている人たちと

いうのは、背番号は東京電力だつたり、|■■■だったり、 ざつたりいろい

ろするんですけれども、これはそ ういうものなので、別の論理で合理化できないとかとい

うことは多分出てくるので、そういう議論はあり得るのではないかと思うんです。そこの

ところは問題点をもつと指摘 して、詰めないといけないのではないかと思 う次第です。

○下河辺委員長 ||IE、 どうぞ。

来、



○|||1 今、原子力の話が出たので、その他のところで申し上げようと思つたんです
が、原発については、運転後の東京電力の長期的な在り方の中で何らかの形で触れるとい

うことになるんでしょうね。そうしますと、この委員会の切 リロとしては、原発の安全性

はここでは議論できませんのでさて置き、原発が安いのか、高いのかということについて

の切り日は、どうしても原発だけ取り上げてやっておかないと議論ができないと思います

ので、そこについて非常に大変ですけれども、デュ
ニデリチームで判断ができるような材

料を是非お願いしたいと思います。

例えばよく本を読むと、地域対策に莫大な金が流れてとかいろんなことを言われていま

すけれども、私が今の状態だつたら、地域対策に金を使 うのは当たり前だと思うています。

そういうことが原発のコス トの中に計上されているのかいないのかとか、そういうことも

含めてデューデ リの中ではつきりさせていただきたいと思います.原発というのは、本当

は幾らかかつているんだということが判断できるようにお願いしたいと思います。

もう一つは、いろんな事情や人間関係があつて言いたくないんですけれども、立場上言

わぎるを得ないんですが、これは社外に出る委員会ではありませんので、役員と OBの皆

さんに関する情報を御提示いただけないでしょうか。東電さんに御協力いただけないで。し

ょうか。どういう方々がどういう理由で、どういう報酬を受けて、どんな仕事をやつてい

るかということを是非出していただきたいと思 うんです。願わくば、東電さんはちゃんと

やつているよということをこの検討の中で言えればいいなと思 うんですが、そうでないと

残念なんですが、是非お願いしたいと思います。

○下河辺委員長 今の委員の御発言は、東電の現役の役員というよりは、OBの方に関心
があるということです。

olll■  OBあ 過去の方ではなくて、現在でいいと思 うんです。もう過去のことを今
更言つても仕方がないのでね。

○下河辺委員長 そういうことですか。わかりました。では、可能な範囲でお願いします。
6西山事務局長 これが今、■■■■がおっしゃつたことと同じかどうかはあれですが、
まず現役の役員の処遇云々というのは勿論やつています。

それから、別の観点から先だっても御説明させていただきましたように、関係会社がど

うなつていて、そこにどういう役員の方がおられて云々かんぬんというのは、これはこれ

でやつております。勿論、OBの方でそれを超えてどこかに行かれてしまつた方というの

は、私どもとしても調査をするのはなかなか難 しいので、関係会社におられる役員の方と

いうことをおつしゃつているのであれば、それはそれでやろうとしております。

○下河辺委員長 では、お願いいたします。

], &i€"
○|||1 今、日|||か らの御発言で、原子力の発電のコス トというのをどう考えた



らいいかということは、リスク

いんだけれども、どちらかとい

も含めてなかなか軽量化できない部分があるのかもしれな

うと、情緒的に反原発をあおろうという動きが、||||
ちらの方に流れている傾向があるんです。 しかし、冷静に

考えると、原子力の活用なしに日本の国における電力の安定的供給体制、しかもコス トも

安くできないので、そこは反論する意味で、専門家かだれかを呼んできて話を聞くのでも

いいんですけれども、やはり是非やつておくべきではないかと思うんです。

すね。多分、

うんですが、

各電力会社が収入比例か何かでもつてお金を出して、維持 しているんだと思

これをなくすというのもなかなか難しいんだと思 うんです。

も、例えば何か トラブルがあった

自分をディフェンスするのは難 しいんですが、ああいうものがあると、ディフェンスをし

てくれる客観的な組織として役に立つということがあつたように思います。

人件費の問題については、他事業との比較というのはありますけれども、結局は資材の

資質のいい人間を採り、志気を高く維持しなければならないという観点でいきますと、東

京電力の問題は東京電力から発足、発して、ほかの電力会社も含めたものとして考えてい

かなくてはいけないわけで、他事業とはなかなか、言つてみれば雇用形態とか、あるいは

作業形態とかいろいろ違いますので、比較しにくいところはあると思 うんです。なかなか

技術的にどうやつたら比較できるのかよくわかりません。

ただ、同じ業界同士であれば、基本的には同じですので比較がしやすいから、そこをベ

ースにして、あとは全体のレベルとしてどうかというところを見て、これはしかし、ほか

のところにも及んでいかなければならないものだという覚悟を持つて見るべきではないか

と思うんです。東京電力が今回の災害の責任者であるというわけではなくて、あれは言わ

ば巻き込まれた被害者だと考えますと、そこだけでもつて問題を解決するということは、

多分不適切であり、かつ不可能だと思うんです。ですから、そういう全体に広がるべき問

題として取り上げるべきではないかなという感 じがいたします。

○|■■■     東電が高くてもいいという説明もかなり難しいですよ。ですから、
数字が出たときに、あるいは電力が高くてもいいという説明も難しいですから、やはりそ

れはデータを見て判断をしていくしかないのではないですかね。

ときに、自分で



○|||| それはそうだと思います。
olll■ |||■が言われているのはよくわかります。一般論としては理解できます。
ただ、これはやはリデータをいろんな角度から見ていくしかないのではないですかね。

○下河辺委員長 その上で、各データが出た上でね。
ちょつとお待たせしてしまっているので、副長官お願いします。

○仙谷内閣官房副長官 先ほ 話が出ましたし、大変大きいのは、いろ

んな積立金が特別会計とかをされていることもありますし、どこかでおや りいただくんで

しょうけれども、非常に微妙な領域に入つてくると、こんなにオープンでやっていいのか

どうなのかという感 じもあります。要するに、その他費用がここまであるものをどういう

ふうに、事ここに至った東京電力の現在の時点では、この種のものは数年間は遠慮させて

もらわないと、とてものんきなことはやつていられないですよ。

そういう話との関係で、その他費用も見てみなければ、先ほどOBの方のお話もござい

ましたけれども、その種の話は非常に金額の問題いかんにかかわらず、出たらというか、

メディアで書かれ始めたら大変なことになるのと同時に、やはりきちつと一応は調べて、

どう扱 うのかということはどこかで持つていないと、これは先ほどからメディアの世界で

は搬摩臆測、プラスα、いろんな話が出ておるわけです。だから、ここはきちつと一遍や

りましょうという方向で東電さんにもお願いをしてみる。

それから、先ほどから問題になってお りま 含め、そういうゆとりの

話をどうするのかも考えるという方向で検討に入つたらいいと思います。

○下河辺委員長 副長官、お忙 しいところ長時間御出席をいただいておりまして、ありが

とうございます。

時間がまいりましたので、論点 2の関係については今日の意見交換、議論はこの程度と

いうことにさせていただいて、また必要に応じて戻つていきたいと思います。

それでは、お手元に今日事務局の方から説明を申し上げる資料を配 らせていただいてお

ります。東京電力の資金繰 り関係について、A3判の横長の資料をお配 りしてございます
ので、これについて概略の御説明をいただきたいと思います。

では、西山局長、お願いいたします。

○西山事務局長 お手元に東京電力の最新時点での収支状況について、東京電力から説明
を受けたものについての御説明をさせていただきます。ただ、この点は DDの 中間報告を

させていただく際に数字はかなり詳しくや りますので、今自は簡単にさせていただきます。

ポイントは、 8月 4日 に私どもから各委員に御説明させていただいた基になつておりま

すのが、この表の左側 と書いてあるものであります。この時

点では、平成 23年度末の現預金残高を東京電力としては 日||1円 と見込んそおりまし
た。

直近、私どもが受け取りました      と書かれているものに単純に従いますと、
その年度末の現預金残高が |||1円 、つまり||||1円 は      ということにな

０
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っております。

その主な理由は、 1ページの真ん中に書いてございます額の大きいところをごらんいた

だければおわかりいただけますように、まず 1つは、

この点だけ簡単に申します と、

■■■■これまで今年度に入 りましてから、東京電力がさまざまな金融機関から借 りてお

りました長期借入金の返済を行つてきています。それがこの 2ページの右上 「平成 23年

度の返済額一覧」に書いてございますが、このうちの 7月 までは既に返済を終えておりま

とい うところがかな り大きな要因になつてお

ります。

これは率直に申し上げて、

に保守的に見た場合、つまリリスクを見るという観点

から、

の辺 りの点もよく見ていく必要があるとい うのが今 日時点でのお話で

ございます。

あとの詳細は、また数字のセッションでやらせていただきますので、今日はここまでの

御報告にさせていただきます。

○下河辺委員長 ありがとうございました。
西山さんの方からお話がありましたとお り、今日の段階では概略の説明ということで、

御質問はまた改めての機会にさせていただきたいと思います。

それでは、前回もお配りしてありますが、委員会の今後のスケジュール関係について、

また前回と同じような御説明でしようけれども、簡単にお願いをいたします。

○西山事務局長 今後のスケジュールを書かせていただいておりますけれども、前回と一

緒であります。一応次回は、来週は諸事情で 1週間ございませんで、 9月 6日 に料金制度

についての議論をさせていただき、 9月 8日 に今申しましたような数字を中心にした DD

の中間報告を行い、あとは以下のとおりの日程とさせていただいてお ります。

内容は、進行に従いまして、先ほどいろいろ御定義のありました点はこの中に入れてい



くということになろうかと思いますので、その都度更新させていただきます。

以上です。

○下河辺委員長 今後の進行について、何か御質問等ございますでしょうか。
特になければ、一応本日予定しておりました議事の内容等は以上でございます。

委員長の 卜書きには、前回と同じようなことが書いてありますけれども、毎回同じよう

なことを発言することになつておりますので、今日はそれは省略させていただきまして、

次国の予定は、委員の先生方に御予定していただいておりますとおり、 9月 6日 。次回も

場所は内閣府のこの会議室で開催を予定してお ります。テーマは、 5つの論点のうちの 3

番日、本丸に近い料金制度あるいはその運用の妥当性の検証と改善策ということでござい

ますので、よろしくお願いいたします。

大分御議論いただく論点も、委員会としての本丸に近いところに入つてきております。

本日、委員の方からもいろいろと御意見をいただきましたけれども、来月中の委員会の報

告書のとりまとめの中に、この DD作業の中で上がっている論点とは別にしまして、例え

ば今日話に出ました原発の問題とか、なかなか取扱いが難しい点はありますが、東電、電

力事業会社の制度論として、是非委員会として検討 してもらいたいと。それが最終的に報

告書の中にどういう盛 り込まれ方になるのかならないのかは別にしまして、各委員の先生

方において、早めに頭出しをほかの委員の先生との関係でしていただきたいということが

あるのであれば、これはメールでもペーパーでも、明日以降、西山事務局長あてにお寄せ

いただければ、事務局長と私の方でその取扱いを含めまして、早い段階から検討を進めて

まいりたいと考えてお りますので、是非よろしくお願いいたします。

それでは、今日はほぼ定刻で終わりましたけれども、今日の委員会はこれで終わります。

次回もひとつよろしくお願いいたします。
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